
平成１８年３月期   個別財務諸表の概要      平成１８年５月１１日 

上場会社名    東邦薬品株式会社 上場取引所    東証 
コ ー ド 番号         ８１２９ 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.tohoyk.co.jp ） 
代  表  者 役職名 代 表 取 締 役 社 長 氏名 濱田 矩男 
問合せ先責任者 役職名 執行役員財務経理部部長 氏名 荻野  守 ＴＥＬ（０３）４３３０－３７３５ 
決算取締役会開催日 平成１８年５月１１日        中間配当制度の有無 有 
配当支払開始予定日 平成１８年６月３０日        定時株主総会開催日 平成１８年６月２９日 
単元株制度採用の有無 有(１単元 100 株) 
 

１．平成 18 年 3 月期の業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

 (1)経 営 成 績          （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示してあります。 

 売  上  高 営  業  利  益 経  常  利  益 

 百万円    ％   百万円    ％   百万円    ％

18 年 3 月期 679,917    (   16.0) 3,299    (   21.6) 4,858   (    14.9) 

17 年 3 月期 586,340  (   20.8) 2,712    ( △38.7) 4,228   (  △26.8) 

 

 当 期純利益 
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

株 主 資 本 
当期純利益率 

総  資  本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

  百万円 ％  円 銭 円  銭     ％    ％     ％

18 年 3 月期 2,207(  50.1) 43 86   39    47 4.6 1.6 0.7 

17 年 3 月期 1,470(△53.9) 31  00   29    29 3.3 1.6 0.7 

 (注)①期中平均株式数  18 年 3 月期   49,501,841 株   17 年 3 月期   46,366,425 株 
   ②会計処理の方法の変更     無 
   ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
 (2)配 当 状 況 

１株当たり年間配当金  

 中  間 期 末 

配当金総額 
（ 年 間 ） 

配当性向 
 

株主資本 
配 当 率     

  円  銭 円  銭  円  銭    百万円     ％     ％ 

18 年 3 月期 10   00 ―   ― 10   00    520    22.8 1.0 

17 年 3 月期 10   00 ―   ― 10   00    465    32.3 1.0 

 
 (3)財 政 状 態 
 

総  資  産 株 主 資 本       株主資本比率 １株当たり株主資本 

       百万円       百万円       ％      円  銭 

18 年 3 月期 321,823 51,576 16.0 989    79 

17 年 3 月期 299,676 44,585 14.9 956    09 

 (注)①期末発行済株式数  18年3月期   52,071,601株  17年3月期   46,598,794株 
   ②期末自己株式数   18年3月期    1,085,605株  17年3月期    1,636,412株 
 
２．平成 19 年 3 月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益      当期純利益 

中 間 期 末  

  百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円  銭

中間期 343,400 3,200 1,800 6   00  ―   ―  

通 期 718,400 6,600 3,200  ―  6   00 12    00 

 (参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  55 円 26 銭 
（注）１株当たり予想当期純利益は、平成 18 年 4 月 1 日を期日とする鶴原吉井株式会社との株式交換によ

り割当される株式数 5,841,470 株（新株発行）も計算の対象にしております。 
＊ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の

業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
上記予想に関連する事項につきましては、添付資料の１１ページをご参照下さい。 
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６．個別財務諸表等

（１）貸借対照表

 （単位：百万円）

第 57 期 
（平成 17 年 3 月 31 日） 

第 58 期 
（平成 18 年 3 月 31 日） 

         期  別 

 

 科  目 金  額 構成比 金  額 構成比

増 減

（△） 

（ 資 産 の 部 ） ％  ％

Ⅰ 流 動 資 産   

  1.現 金 及 び 預 金          (注 1) 12,605 16,608  

 2.受 取 手 形           3,631 3,576  

 3.売 掛 金          (注 6) 182,195 194,602  

  4.有  価  証  券 2,000 2,000  

 5.商 品           32,344 36,406  

 6.前 払 費 用           43 37  

 7.繰 延 税 金 資 産           603 653  

 8.仕 入 割 戻 未 収 入 金           10,318 10,318  

 9.そ の 他 の 未 収 入 金（注 6） 5,765 3,516  

10.そ       の       他（注 6） 2,757 259  

  貸 倒 引 当 金           △  265 △  213  

    流 動 資 産 合 計           251,999 84.1 267,766 83.2 15,767

Ⅱ 固 定 資 産            

  1.有形固定資産             

  (1)建 物         (注 1,2) 10,036 9,471  

   (2)構 築 物         (注 2) 303 274  

   (3)車 両 及 び 運 搬 具         (注 2) 91 76  

   (4)器 具 及 び 備 品         (注 2) 748 1,080  

   (5)土 地         (注 1,7) 14,308 13,604  

   (6)建 設 仮 勘 定          129 103  

    有 形 固 定 資 産 合 計           25,618 8.6 24,611 7.6 △ 1,007

  2.無形固定資産             

   (1)営 業 権          730 526  

   (2)借 地 権          145 145  

   (3)ソ フ ト ウ ェ ア          613 1,851  

   (4)そ       の      他 111 109  

    無 形 固 定 資 産 合 計           1,600 0.5 2,631 0.8 1,031

  3.投資その他の資産   

(1)投 資 有 価 証 券         (注 1) 6,702 10,279  

(2)関 係 会 社 株 式          10,879 14,607  

(3)出 資 金          45 43  

(4)長 期 貸 付 金          314 375  

(5)従業員長期貸付金          0 －  

(6)関係会社長期貸付金 231 249  
(7)破産債権、再生債権、更生債権 

その他これらに準ずる債権 
522 289  

(8)長 期 前 払 費 用          37 105  

(9)再評価に係る繰延税金資産（注 7） 1,540 －  

(10)そ の 他 861 1,309  

 貸 倒 引 当 金           △  677 △  446  

投資その他の資産合計 20,457 6.8 26,814 8.4 6,357

固 定 資 産 合 計           47,677 15.9 54,057 16.8 6,380

資  産  合  計 299,676 100.0 321,823 100.0 22,147
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 （単位：百万円）

第 57 期 
（平成 17 年 3 月 31 日） 

第 58 期 
（平成 18 年 3 月 31 日） 

         期  別 

 

 科  目 金  額 構成比 金  額 構成比

増 減

（△） 

（ 負 債 の 部 ） ％  ％

Ⅰ 流 動 負 債   

  1.支 払 手 形(注 1) 6,171 1,871  

 2.買 掛 金          (注 1) 221,408 238,840  

 3.短 期 借 入 金          (注 1) 2,730 590  

 4.1 年以内に返済予定の長期借入金(注 1) 1,280 1,283  

 5.未 払 金          (注 6) 7,346 7,528  

 6.未 払 費 用           766 765  

 7.未 払 法 人 税 等           175 1,076  

 8.未 払 消 費 税 等           － 161  

  9.預 り 金 316 111  

 10.賞 与 引 当 金           1,097 1,012  

 11.返 品 調 整 引 当 金           232 180  

 12.そ の 他 17 13  

    流 動 負 債 合 計           241,541 80.6 253,435 78.8 11,894

Ⅱ 固 定 負 債            

1.社 債 10,000 10,000  

 2.長 期 借 入 金(注 1) 1,550 366  

  3.繰 延 税 金 負 債           576 1,736  

  4.再評価に係る繰延税金負債(注 7) － 1,312  

  5.退 職 給 付 引 当 金           1,120 1,015  

  6.役員退職慰労引当金           277 306  

  7.債務保証損失引当金           25 12  

  8.そ の 他 － 2,062  

    固 定 負 債 合 計           13,549 4.5 16,811 5.2 3,262

負  債  合  計 255,090 85.1 270,247 84.0 15,157

（資 本 の 部）  

Ⅰ 資 本 金 （注 3、10） 7,003 2.3 10,399 3.2 3,396

Ⅱ 資 本 剰 余 金  

    資 本 準 備 金 13,526 16,922  

  資 本 剰 余 金 合 計 13,526 4.5 16,922 5.3 3,396

Ⅲ 利 益 剰 余 金  

  1.利 益 準 備 金 664 664  

  2.任 意 積 立 金  

   (1)土地圧縮積立金 1,114 1,053  

   (2)別 途 積 立 金 23,833 24,133  

  3.当期未処分利益 841 1,930  

  利 益 剰 余 金 合 計 26,453 8.8 27,781 8.6 1,328

Ⅳ 土地再評価差額金（注 7） △ 2,262 △ 0.7 △ 4,859 △ 1.5 △ 2,597 

Ⅴ その他有価証券評価差額金（注 8） 1,517 0.5 2,591 0.8 1,074

Ⅵ 自 己 株 式（注 4） △ 1,653 △ 0.5 △ 1,259 △ 0.4 394 

  資本合計 44,585 14.9 51,576 16.0 6,991

負債及び資本合計 299,676 100.0 321,823 100.0 22,147



 

（２）損益計算書 

 （単位：百万円）

第 57 期 
自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日 

第 58 期 
自平成17年4月 1日 
至平成18年3月31日 

         期  別 

 

 科  目 
金  額 百分比 金  額 百分比

増減

（△） 

   ％   ％  

Ⅰ 売 上 高               (注 1)  586,340 100.0  679,917 100.0 93,577

Ⅱ 売 上 原 価             

  1.期 首 商 品 棚 卸 高           26,676 32,344  

 2.当 期 商 品 仕 入 高           562,955 655,777  

合   計 589,632 688,121  

  3.商 品 他 勘 定 振 替 高          (注 2) 27 27  

 4.期 末 商 品 棚 卸 高           32,344 557,259 95.0 36,406 651,687 95.8 94,428

売 上 総 利 益           29,080  28,230  

返品調整引当金戻入額           18  52  

調 整 後 売 上 総 利 益           29,098 5.0 28,282 4.2 △ 816

Ⅲ 販売費及び一般管理費  

1.役員給料・従業員給料手当 12,530 11,937  

2.賞 与 引 当 金 繰 入 額           1,097 1,012  

3.退職給付引当金繰入額 773 0  

4.役員退職慰労引当金繰入額 34 32  

5.福 利 厚 生 費           1,898 1,701  

6.車 両 経 費           472 462  

7.貸 倒 引 当 金 繰 入 額           57 －  

8.減 価 償 却 費           1,388 1,412  

9.賃 借 料           1,936 1,789  

 10.租 税 公 課           531 515  

 11.支 払 手 数 料 2,295 2,898  

 12.雑                費 3,370 26,386 4.5 3,218 24,982 3.7 △ 1,404

営  業  利  益 2,712 0.5 3,299 0.5 587

Ⅳ 営 業 外 収 益           (注 1)    

1.受 取 利 息           58  63  

2.受 取 配 当 金          （注 1) 266  274  

3.受 取 手 数 料           811  790  

4.不 動 産 賃 貸 料           250  283  

5.雑 益 356 1,743 0.3 362 1,774 0.2 31

Ⅴ 営 業 外 費 用          

1.支 払 利 息           124  86  

2.新 株 発 行 費 －  36  

3.社 債 発 行 費 37  －  

4.特定融資枠契約手数料 43  54  

5.事 業 者 保 険 解 約 損 － 24  

6.雑 損 失 21 227 0.1 13 215 0.0 △ 12

経  常  利  益 4,228 0.7 4,858 0.7 630
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 （単位：百万円）

第 57 期 
自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日 

第 58 期 
自平成17年4月 1日 
至平成18年3月31日 

         期  別 

 

 科  目 
金  額 百分比 金  額 百分比 

増減

（△） 

 ％  ％

Ⅵ 特 別 利 益           

  1.固 定 資 産 売 却 益          (注 3) 51 18  

 2.投資有価証券売却益           3 0  

 3.確定拠出型年金移行に伴う利益  － 23  

 4.貸 倒 引 当 金 戻 入 益           － 36  

 5.債務保証損失引当金戻入益  12 67 0.0 13 91 0.0 24

Ⅶ 特 別 損 失            

1.固 定 資 産 処 分 損          (注 4) 113 303  

2.投資有価証券評価損           － 47  

3.関係会社株式評価損 1,030 －  

4.減 損 損 失          (注 5) － 265  

5.ゴルフ会員権評価損 0 －  

6.そ の 他 2 1,146 0.2 0 617 0.1 △ 529

税 引 前 当 期 純 利 益            3,149 0.5 4,332 0.6 1,183

法人税、住民税及び事業税 1,321 1,643  

法 人 税 等 調 整 額            358 1,679 0.2 481 2,124 0.3 445

当 期 純 利 益            1,470 0.3 2,207 0.3 737

前 期 繰 越 利 益            99 103 4

土地再評価差額金取崩額 △ 96 △ 151 △ 55

自 己 株 式 処 分 差 損 632 228 △ 404

当 期 未 処 分 利 益 841 1,930 1,089
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（３）利益処分案 

(単位：百万円) 
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第 5 7 期 

株 主 総 会 承 認 日 

平成 17 年 6 月 29 日 

第 5 8 期 

株 主 総 会 承 認 日 

平成 18 年 6 月 29 日 

 

期   別 

 

 

科  目 
金   額 金   額 

増 減（△） 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益  841  1,930  1,089 

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額       

土地圧縮積立金取崩額 89 89 10 10  △ 79 

計  930  1,941  1,011 

Ⅲ 利 益 処 分 額       

1.配 当 金 465  520  55  

2.役 員 賞 与 金 33  36  3  

（うち監査役賞与金） (  2)  (  2)  ( －)  

3.任 意 積 立 金       

(1)土 地 圧 縮 積 立 金 28  －  △ 28  

(2)別 途 積 立 金 300 827 1,300 1,857 1,000 1,030 

       

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益  103  84  △ 19 
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重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的の債券・・・・・・・償却原価法（定額法）を採用しております。 

   子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの・・・移動平均法による原価法 

２. たな卸資産の評価基準及び評価方法・・・移動平均法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

 （1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物及び構築物    10～50年 

車両及び運搬具     5～ 6年 

器具及び備品     5～15年 

 （2）無形固定資産 

     定額法を採用しております。 

なお、営業権は 5 年均等償却、自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（5 年）に

基づく定額法を採用しております。 

（3）長期前払費用 

     均等償却 

４．繰延資産の処理方法 

     新株発行費・・・・・支出時に全額費用として処理しております。 

５．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

使用人及び使用人としての職務を有する役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見積額を計

上しております。 

（3）返品調整引当金 

返品による損失に備えるため、将来の返品に伴う損失見込額を計上しております。 

（4）退職給付引当金 

確定拠出年金制度に全面的移行（追加情報参照）に伴い、平成 17 年 3月末日在籍従業員のうち、定

年の退職者に対しては、過去勤務部分の一部を退職時に退職一時金として支払う経過措置を設けまし

た。それにより、平成 18 年 3 月末現在の退職給付債務を従業員の退職給付に備えるために計上してお

ります。数理計算上の差異は、僅少のため発生年度に費用処理することとしております。 

（追加情報） 

確定拠出年金法の施行に伴い、平成 17 年 4 月に適格退職年金制度の全てを確定拠出年金制度へ移      

行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しており

ます。 

本移行に伴う影響は軽微であります。 

（5）役員退職慰労引当金 

役員の退職に対して支給する慰労金に充てるため、内規に定める期末現在の支給基準額を計上して
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おります。 

（6）債務保証損失引当金 

債務保証による損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案して損失負担見積額を計上してお

ります。 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

会計処理方法の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成 14 年 8 月 9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第 6 号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用しております。これにより税引前当期純利益は

259 百万円減少しております。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 



 注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度（平成 17 年 3 月 31 日） 当事業年度（平成 18 年 3 月 31 日） 

（注１）担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

（注１）担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

 担 保 に 供 し 

て い る 資 産 

担保権によって担保 

さ れ て い る 債 務 

 担 保 に 供 し 

て い る 資 産 

担保権によって担保 

さ れ て い る 債 務 

  

定 期 預 金 

建   物 

土   地 

投資有価証券 

百万円 

330 

1,896 

5,060 

750 

 

支払手形・ 

買掛金 

百万円 

 

17,439

  

定 期 預 金

建   物

土   地

投資有価証券

百万円 

295 

1,795 

4,424 

1,514 

 

支払手形・ 

買掛金 

百万円

 

18,477

 建   物 

土   地 

投資有価証券 

549 

1,201 

37 

短期借入金及び長期借

入金（一年以内返済予

定長期借入金を含む） 

 

1,310

 建   物

土   地

投資有価証券

521 

1,201 

70 

短期借入金及び長期借

入金（一年以内返済予

定長期借入金を含む）

 

1,000

 計 9,825 計 18,749  計 9,823 計 19,477

（注２）減価償却累計額は次のとおりであります。 （注２）減価償却累計額は次のとおりであります。 

建 物 8,693 百万円 建 物 9,018 百万円 

構 築 物 658 百万円 構 築 物 679 百万円 

車両及び運搬具 156 百万円 車両及び運搬具 166 百万円 

器 具 及 び 備 品 1,123 百万円 器 具 及 び 備 品 1,439 百万円 

    計 10,631 百万円     計 11,304 百万円 

（注３）授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 100,000,000 株 

    発行済株式総数 普通株式  48,235,206 株 

（注３）授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 192,000,000 株 

    発行済株式総数 普通株式  53,157,206 株 

（注４）自己株式 

    当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

    1,636,412 株であります。 

（注４）自己株式 

    当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

    1,085,605 株であります。 

（注５）保証債務 （注５）保証債務 

        ①銀行保証債務         ①銀行保証債務 

㈱わかば 503 百万円 

㈱アルフ 498 百万円 

トライアドジャパン㈱ 446 百万円 

㈱エトス 250 百万円 

㈱ﾌｨｯｼｬｰ･ｻｲｴﾝﾃｨﾌｨｯｸ･ 

ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

156 百万円 

医療法人光友会 47 百万円 

計 1,901 百万円  

㈱わかば 434 百万円 

㈱アルフ 393 百万円 

㈱エトス 210 百万円 

㈱ﾌｨｯｼｬｰ･ｻｲｴﾝﾃｨﾌｨｯｸ･ 

ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

173 百万円 

医療法人光友会 39 百万円 

計 1,250 百万円  

    ②買掛債務の保証債務     ②買掛債務の保証債務 

    合同東邦㈱ 3 百万円     合同東邦㈱ 71 百万円 

（注６）関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

売   掛   金 78,768百万円 

その他の資産合計 3,414百万円 

未   払   金 5,122百万円 

   

（注６）関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

売   掛   金 91,568百万円 

未   払   金 5,821百万円 
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前事業年度（平成 17 年 3 月 31 日） 当事業年度（平成 18 年 3 月 31 日） 

（注７）「土地の再評価に関する法律」(平成 10 年３
月 31 日公布法律第 34 号)及び「土地の再評価
に関する法律の一部を改正する法律」(平成 13
年３月 31 日公布法律第 19 号)に基づき、事業
用土地の再評価を行い、再評価差額から「再
評価に係る繰延税金資産」を控除した金額を
「土地再評価差額金」として資本の部に計上
しております。 

   再評価の方法 
     土地の再評価に関する法律施行令(平成 10

年３月 31 日公布政令第 119 号)第２条第３
号に定める土地課税台帳に基づき算出して
おります。 

   再評価を行った年月日 平成 14 年３月 31 日 

    再評価を行った土地の当期 

    末における時価と再評価後   1,779 百万円 

    の帳簿価額との差額 

（注７）「土地の再評価に関する法律」(平成 10 年３
月 31 日公布法律第 34 号)及び「土地の再評価
に関する法律の一部を改正する法律」(平成 13
年３月 31 日公布法律第 19 号)に基づき、事業
用土地の再評価を行い、再評価差額から「再
評価に係る繰延税金負債」を控除した金額を
「土地再評価差額金」として資本の部に計上
しております。 

   再評価の方法 
     土地の再評価に関する法律施行令(平成 10

年３月 31 日公布政令第 119 号)第２条第３
号に定める土地課税台帳に基づき算出して
おります。 

   再評価を行った年月日 平成 14 年３月 31 日 

    再評価を行った土地の当期 

    末における時価と再評価後   1,941 百万円 

    の帳簿価額との差額 

（注８）配当制限 

商法施行規則第 124 条第 3 号に規定する資

産に時価を付したことにより増加した純資産

は 1,517 百万円であります。 

（注８）配当制限 

商法施行規則第 124 条第 3 号に規定する資

産に時価を付したことにより増加した純資産

は 2,591 百万円であります。 

（注９）当社は取引銀行 11 行と運転資金の効率的な

調達を行うための貸出コミットメント契約を

締結しております。 

貸出コミットメント 12,000 百万円

借入実行残高 －百万円

差引計 12,000 百万円 

（注９）当社は取引銀行 10 行と運転資金の効率的な

調達を行うための貸出コミットメント契約を

締結しております。 

貸出コミットメント 12,000 百万円

借入実行残高 －百万円

差引計 12,000 百万円 

（注 10）当期中の発行済株式数の増加の内訳 

株式交換に伴う新株式の発行    856,140 株

資本組入額                     －百万円

 

（注 10）当期中の発行済株式数の増加の内訳 

第三者割当による新株式の発行 

発行年月日 平成 17 年 11 月 28 日

発行株式数 4,922,000 株

発行価格 1 株につき 1,380 円

資本組入額 3,396 百万円

  
 



（損益計算書関係） 

 

前事業年度 

自 平成16年 4月 1日 

至 平成17年 3月31日 

当事業年度 

自 平成17年 4月 1日 

至 平成18年 3月31日 

（注１）関係会社との取引に係るものは次のとおり

であります。 

関係会社への売上高 192,091 百万円

関係会社よりの受取配当金 186 百万円

関係会社よりのその他の

営業外収益合計額 
205 百万円

  

（注１）関係会社との取引に係るものは次のとおり

であります。 

関係会社への売上高 278,936 百万円

関係会社よりの営業外収益

合計額 
417 百万円

 

（注２）商品他勘定振替高は、販売促進費、器具備

品等に計上したものであります。 

（注２）  同        左 

 

（注３）固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。 

（注３）固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。 

器 具 及 び 備 品 売 却 益 0 百万円 器 具及び備 品売却益 1 百万円
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土 地 売 却 益 50 百万円 土 地 売 却 益 16 百万円

計 51 百万円 計 18 百万円

  

（注４）固定資産処分損の内訳は次のとおりでありま

す。 

（注４）固定資産処分損の内訳は次のとおりでありま

す。 

建 物 等 除 却 損 73 百万円 建 物 等 除 却 損 201 百万円

車両及び運搬具等除却損 8 百万円 車両及び運搬具等除却損 4 百万円

建 物 売 却 損 20 百万円 建 物 等 売 却 損 4 百万円

土 地 売 却 損 11 百万円 土 地 売 却 損 93 百万円

計 113 百万円 計 303 百万円

（注５）                    （注５）減損損失 

   当期において当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上いたしました。 

    場 所 用  途 種 類 

   旭営業所他 4

箇所 
事業用不動産 

   旧盛岡営業所

他 9箇所 
遊休不動産 

土地及び建物

  当社は、事業用不動産については各営業所を、

遊休不動産については各物件を資産グループとし

ております。 

事業用不動産については、継続的な損失の発生

により減損損失 33 百万円を認識しました。その内

訳は建物 33 百万円であります。回収可能価額は正

味売却価額により測定しておりますが、重要性が

乏しいため、合理的に算定した価額によっており

ます。 

事業の用に供していない遊休不動産について

は、継続的な地価の下落により減損損失 232 百万

円を認識しました。その内訳は、土地 166 百万

円、建物 65 百万円であります。回収可能価額は正

味売却価額により測定しておりますが、重要性が

乏しいため、固定資産税評価額を基準にして評価

しております。 



①リース取引関係 
前事業年度 

自 平成 16年 4月 1日 
至 平成 17年 3月31日 

当事業年度 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 
(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 
(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末
残 高
相 当 額

 
 

取 得
価 額
相 当 額

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末
残 高
相 当 額

 百万円 百万円 百万円  百万円 百万円 百万円

器具及び 
備  品 

3,715 1,794 1,920
器具及び
備  品

3,318 1,563 1,754

  
(2)未経過リース料期末残高相当額 
 
  １ 年 内             629 百万円
  １ 年 超          1,318 百万円
    計            1,947 百万円

 
(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  支 払 リ ー ス 料        767 百万円
  減価償却費相当額        729 百万円
  支払利息相当額         38 百万円
 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす
る定額法によっております。 
 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額として、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額等 
   未経過リース料期末残高相当額 
  １ 年 内            644 百万円 
  １ 年 超          1,137 百万円 
    計            1,781 百万円 

 
(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
  支 払 リ ー ス 料        718 百万円 
  減価償却費相当額        687 百万円 
  支払利息相当額         31 百万円 
 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
    同        左 
 
 
(5)利息相当額の算定方法 

    同        左 

 

 

（減損損失について） 
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 リース資産に配分された減損損失はありません。 

 
 

②有価証券関係 

前事業年度（平成 17 年 3 月 31 日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当事業年度（平成 18 年 3 月 31 日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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③税効果会計関係 

前事業年度 
（平成 17 年 3 月 31 日） 

当事業年度 
（平成 18 年 3 月 31 日） 

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

（単位：百万円）

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

（単位：百万円）
 

 繰延税金資産（流動） 

貸倒引当金 45

未払事業所税 19

未払事業税 35

賞与引当金 444

その他 57

  小 計 603

繰延税金資産（固定） 

貸倒引当金 200

投資有価証券 

関係会社株式 

346

417

退職給付引当金 446

役員退職慰労引当金 113

債務保証損失引当金 10

その他 57

    計 

評価性引当額 

小 計 

1,591

△ 417

1,173

繰延税金資産合計 1,777 

繰延税金負債（固定） 

土地圧縮積立金 △ 717

その他有価証券評価差額金 △ 1,033

繰延税金負債合計 △ 1,750

繰延税金資産の純額 26
 

 
繰延税金資産（流動） 

貸倒引当金 12

未払事業所税 19

未払事業税 130

賞与引当金 410

その他 80

   小 計 653

繰延税金資産（固定） 

貸倒引当金 158

投資有価証券 564

関係会社株式 218

退職給付引当金 411

役員退職慰労引当金 125

減損損失 66

その他 49

    計 1,594

  評価性引当額 △ 856

   小 計 737

繰延税金資産合計 1,391

繰延税金負債（固定） 

土地圧縮積立金 △ 709

その他有価証券評価差額金 △ 1,764

繰延税金負債合計 △  2,473

繰延税金負債の純額 △  1,082
  

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異の原因となった主要な項目別の内訳 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 
 

 （単位：％）

法定実効税率 40.5

（調整） 

交際費等永久に損金に算

入されない項目 
3.6

受取配当金等永久に益金

に算入されない項目 
△ 2.9

当期発生評価性引当額 13.3

住民税均等割等 2.6

法人税額特別控除額 △ 3.8

税効果会計適用後の法人税

等の負担率 
53.3

 

 
 （単位：％）

法定実効税率 40.5

（調整） 

交際費等永久に損金に

算入されない項目 
2.7

受取配当金等永久に益

金に算入されない項目 
△ 2.0

評価性引当額の増加 12.5

住民税均等割等 1.8

法人税額等特別控除額 △ 5.7

その他 △ 0.8

税効果会計適用後の法人

税等の負担率 
49.0
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（重要な後発事象） 

  当社は、平成 18 年 2月 16 日開催の臨時株主総会において、鶴原吉井株式会社は平成 18 年 1月 20 日開

催の臨時株主総会において、それぞれ承認した株式交換契約書に基づき、株式交換日の平成 18 年 4 月 1

日に株式交換を行いました。 

  なお、株式交換の概要及び鶴原吉井株式会社の主な事業内容、規模については、「第５ 経理の状況 

１．連結財務諸表等（重要な後発事象）」参照。 


